
第三回」ECK総会
年度始めの 4月 10日 にJECK設立(平成 14年 1月 24日 )以来第二年度に当たる平成 16年度の総会をJICA
横浜国際センター第一会議室において開催しました。平成 15年度の事業報告と会計報告、平成 16年度の活動
計画と会計予算案について話し合いました」平成15年度は、会員確保と広報に重点を置いた活動をしたことを
確認しました。平成 16年度は、ホームページ開設や県国際課との連携等に会員の中からも積極的に活動を担当
する人材が名乗り上げ、さらに幅広い計画を立てることが出来ましたc

あ―すフェスタかながわ2004に展示しました。
5サ 11511t「 ll,16「 |(日 )に利l奈川県立地球市民かながわプラザ(本郷台)で開催されました。「話してみなけりゃ、

はじまらない」と1.:う テーマのもとに主として近隣各国、発展途上国の在日諸団体やNPOがリードする形で進め

られ、i範舞踊や寸朦1カ波露されました。」ECKのブースでは、石井会員のガーナでの国勢調査を支援した経験の
展示説明、お馴染みの後藤会ltによる南米での胡椒栽培の実態展示、そしてECKが計画中のホームページ開設の
PRを行いました「展示はそれ|`1体が|]的ではなく、ブ

ースに立ち寄ってくれた人たちとの交流のキッカケ作りが

狙いです。たとえば在ロブラジル人を支援をしていると言うNGOの人、アフリカで野球を教えてきたという青年、各国の民族衣装を着こ
なしたお嬢さん方(写真)、地域の中ll・I人と交流している自治会の人などと」ECK会員との話し合いの場が盛り上がりました。

」ECK企画検言寸会
6月 1日、ECKデスクにおいて、本年度計画の具体的な進め方について、
13名の会員有志が集まって検討会を行いました。国際交流会等のイ
ベントヘの参加の他に、新たな活動であるホームページ開設や神奈川

県EIl際課への協力については、各担当者から状況説明がありました。会

員人材ネットワークを利用した」ECK地域研究会の発案もあり、第一回

としてソロモン国を対象することにつながりました。

川崎インターナショナルフェステイバル

7月 4日川崎市国際交流センター(元住吉)において川崎市の民間交流

団体連絡協議会結成10周年記念と云う長い名前の展示会があり、

」ECKも JICA横浜と共に展示ブースを開設、地域との連携を深める意味

で大きな成果をあげました。例によって、後藤会員の胡椒が展示され、

昭和40年の第1回青年協力隊参加以来、東南アジアで、また南米の地

で胡椒栽培を実践、指導されてきた経緯を数 の々実物やパネルで説明

され、多くの市民が足を留めていました。催しはインドやカザフスタン

の音楽演奏をはじめ地域市民のコーラスやビアノ発表もあって、和や

かな雰囲気がありました。こう云う催しを通して神奈川の隅々にまで
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」ECK第一回地域研究会 (ソロモン )
7月 13日 にJECK事務所において元ソロモン代理大使、現日本ソロモ

ン友好協会代表、高浜清人氏を迎え太平洋島嶼国ソロモン諸島国に対し

て」Ⅸ〕Kとの協力に関する話し合いが行われました。日本とソロモン諸

島との歴史はガダルカナルでの激しい戦闘で有名な第二次世界大戦に

さかのぼりますが、不幸な歴史とは対照的に現在日本との関係は非常

に友好的です。そこで、高浜氏より歴史、民族、経済、産業等の説明を受は
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ベンモリ氏、APSD(ソロモン支援KЮ)の自
藤謙,一氏らを迎え、現地情勢につしN‐C説明を

受けた後、高浜元大使から外務省、ユλの支

援取り組みについて話をお伺いしました。

サマーパーテイ

8月 2日」ICA横浜において研修生とJICA職員や関係者とのサマーパ

ーテイが3階のレストランで開催されJECKメ ンバーも参加いたしま

した。普段はなかなかその国の実情が分からないところもありますが、

この日はみんな少 ア々ルコールも入って打ち解けることが出来まし

た。研修生がお国の民族衣装をまとい、お国の歌でダンスを踊り、参

共に出来たことは有意義でした。 加者は、浴衣を着てうちわで扇ぎ研修生

との踊りに参加しました。夏の暑さを吹き

飛ばすエキサイテイングな夜でした。

」ECK第二回シンポジウム
「アジアにおける技術協力の現場報告」開催去る9月 25日 (土 )午後、JICA横浜国際センター第一会議室において上記のシンポジウムが開

催されました。パネリストと内容は次の通りです。

2.「都市交通」:林下幸造 フイリピン、ベトナムの都市交通について
3.「経営診断」:加藤博道 モンゴル、中国、パキスタンにおける中小企業の経営診断について
今回は30数名の参加者があり、それぞれの質疑応答、意見交換カツト常に活発で、会員は勿論、将来は国際関係の仕事に就

きたいという若者たちの参加もあり、今後が楽しみなシンポジウムとなりました。

「横浜国際協力まつり2004」 に参カロ|

10月 16。 17日の2日間、山下公園前の産貿センターで「横浜国際協力まつり2004」が開かれ、我がECKもブースを

得て、パネル展示や活動紹介をしてPRにつとめました。シンポジウム、セミナー、イベント、物品販売などがあり、会

場はごった返すほどの盛況でした。60以上のブースが出され、アジアを中心にラテンアメリカ、中東にいたるまで

90に及ぶ団体が参加し、横浜の国際協力・交流も年 盛々んになる様子がありありと分かる2日間でした。



・̈ 」ECKホームページ開設
」ECKと して下記の構成を持ったホームページ
(http://1-.jeck.jp)が開設された。
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このホームページの当初の目標は下記の通りです。

①」ECKメ ンバー間の親睦、意見の交換
②」ECKイベント、プロジェクト状況のタイムリーな広報
③」ECKメ ンバー間、知識技術の交流および研修

開設して 3ヶ月になります。その間、川崎インターナショナル
フェスティバル、横浜国際祭りにおける展示などで、」巨CK
会員の自己紹介など(ホームページ参照)と して、」巨CK会
員(123名 )の派遣国別人数分布、専門職別人数分布など、世
界地図やグラフを用いて、ホームページのデータを活用する
ことが出来るようになりました。ました。全般的には、当初の
意図、期待に反して、アクセスする人は限られ、充分活用され
ていない状態にあります。その原因は、」巨CKホームページや
アクセスの方法などが広く会員に知らされていないこと、関
心が薄い内容かも?魅力的な中身がない?更新がタイムリー
でないなどが考えられます。これらの不備については、ホーム
ページを作成し管理する側として改善すべく努力します。

・…投稿記事「JECKへの期待」
NPO法人 エーピーエスディー(APSD)
ソロモン諸島国駐在員 白藤 謙―

1990年 代後半に勃発した民族紛争以降、ソロモン諸島国
では治安の悪化や経済の長引く低迷、急激な人口増加による
食糧不足、過度な森林伐採等の諸条件が重なり、自給自足を中
心とする多くの国民は未だ不安定な生活を余儀なくされて
います。

APSDは 2001年 にODAの撤退を期に紛争復興を目的
に元」OC∨隊員有志により結成され、紛争予防、治安改善プロ
ジェクトを皮切りに、現在は持続可能開発の機軸として定置
型有機農業振興プロジェクトを展開してきました。団体設立
の経緯からも当初より」ICA再開を日本国政府に陳情するなど
の活動を行ってきました。昨年悲願の再開を果たしましたが
未だに」 ICA専門家や協力隊の本格派遣には至らず、―度
止まったODAの時計を巻き戻す事の難しさを日本のNGOと
して見守りました。日本のODA貢献は当該国でも高く評価さ
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(」巨CKホームページより)

試作テス トとしてみたとき、限られたアクセス仲間内での情

報交換や 1下 の勉強会などに役立つことが分かりました。今

後は、反省点を配慮して、」巨CKメ ンバー間の輪を広げた
いと考えます。皆様の協力を得て、タイムリーで、魅力的なホ
ームページにしたいと考えますので、皆様の多方面からの意
見を歓迎しています。

又、このホームベージやメーリングリストも含めIT(情報処理、
コンピュータの使い方)の 1日 セミナーを計画しています。今
までの希望のあるテーマは ①lT基礎研修、②プレゼンテー
ションパッケージ(パヮーポイント)の作り方、③写真入り力
レンダー、名刺の作り方などです。
このホームページの活用やこのセミナーについて、皆さんの

希望や意見をお寄せください。

あて先は」巨CKホームページ担当:石井信行(ishiin@leCkip)、
JttCK事務局:谷保茂樹(tanlhos@leCkJpttTel:045-988-4116)
です。

れており、復興後の支援が一番必要な時期に空白を生んだ事
によるデメリットは双方の信頼関係に少なからず影を落と
した形になり「なぜ、今必要な手当てが出来ないのか…」この
思いを現地で痛感しました。」ECKに は、各専門家が有す
る高い技術と豊富な経験を集約し、それを組織として戦略的
に外部へ活用していくことを強く期待致します。政府・企業・

NGOの どれにも属さないユニークな形態をとり、ODAと草の
根支援、双方のメリット、デメリットに十分理解のある」巨CK
が、積極的に外部組織と連携を図ることにより、途上国の現
地政府や地域住民に対し、より迅速且つ適切な精度の高い支
援を可能にすると考えます。

神奈川県海外技術研修員受入事業
神奈川県では、県国際課を窓国として、毎年「海外技術研修員
受入事業」を実施しています。事業の目的は、地域からの国際
貢献の一貫として、発展途上国等から技術取得のための研修
員を受入れ、県内試験研究機関等で実務研修を実施すること
であり、本年度もカンボジア、ルアンダ等から医療分野等で
8名の研修員が招聘されました。その内の一人、メキシコか
ら参加のエステラ・パチェコさん
(写真)は、水道技術の分野で」ECK
が推薦機関となって受入れが実現
されました。



●第二回シンポジウム「アジアにおける技術協力の現場」●
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道路。上下水道などのインフラは目的ではなく、生産活動やサービスヘのアクセスのための道具であり、人々の生存・生活・安全で健康

的な生活を営む権利の保障、即ち人間の安全保障に不可欠な社会的生産基盤である。日本のODA総額は年間約1兆円で食糧・教育・イン

フラ整備他さまざまな分野で開発途上国の発展に寄与している。ODAによるインフラ事業は通常、途上国からの協力要請、日本政府の

検証・受話、調査、計画、設計、調達、建設という形で進められる。

報告① 2003年実施

アフガニスタン「カブール・カンダハル間幹線道路整備」̈JICS

この道路は首都カブールと南部カンダ

ハルを結ぶ約500k mの幹線道路で隣 ''ィンフラストラクチ
国パキスタンとの重要交易路でもある。

日本は2002年に∪SA・サウジアラビアと

池、浅井戸、湧水を利用。森林破壊、肥料使用や乾季の浅井戸枯渇

等で水不足。衛生問題が深刻で地下水資源の開発可能性を調査・‐
  評価。マスタープラン作成、優先プロジェクトのF/S調査、2箇所
でのパイロットプラント建設。プラントの維持管理組織として

WS∪ (Water suppけ ∪nl)を具体的なモデルとして提案した。

報告③ 1992年実施

マレーシア「クリム・ハイテクエ業団地F/S調査」―JICA

ペナン島対岸のクリム地区で全体計画1,450ha,ハイテクエ業用地

250haの F/S実施。先進国よりの誘致・想定導入業種はコアとしての

半導体―貫生産・コンピュータなどエレクトロニクス関連ハイテ

ク産業。金型など支援産業を配置ヌ国政府工業開発政策に沿つて

国連工業開発機関が基本コンセプトを作成。対象インフラは交通、

電力、通信、給水、下水等。高質インフラ、進出企業のR&Dを支援す

るテクノセンター、人材養成施設。住宅・スポーツ施設・自然公園等

を含み総合的で先端的。日本は」ICA専門家などにより継続的に技

術協力を実施した。

● 経営診断……………加藤博道会員

経営診断の目的はアジアに限らず何処でもその企業の生産性向上に

役立つことを見つけて実行されることです。生産性向上とは種 定々義

がありますが結局企業の3要素、ヒト、モノ、カネを有効に利用して利

益を上げると共に社会に貢献することにほかなりません。又、一口に3

要素の有効利用といつてもその方法はそれぞれの国や置かれた環境

により様 で々あることは当然のことです。従つて企業診断を行うには

先ず、その国地域の歴史、実情を知り相手との目線を合わせることか

ら始まります。工場の生産性向上は5S(整理、整頓、清掃、清潔、躾け)

からですが工場見学をして種 改々善点を指摘してもそれが受容れら

れねば何もなりません。どのように理解し納得して実行してもらえる

か、先ず相手の立場になり現状を理解してから「自分ならこう改善し

てみるが、如何ですか」という気配りが肝要です。

企業経営者の悩みは突き詰めると不思議 、
と何処でも同じです。ヒトについては従業

員と後継者問題です。「良いヒトはやめる

し、悪いヒトはやめない」、「適当な後継者
・

がいない」という悩みです。モノについては
「設備が古い」「技術がない」「市場がない」。カネについては「設備を買い

たいが資金がない」「銀行は貸してくれない」とナイナイ尽くしです。

加えて必ず政府は「税金」と「賄賂」の怨嵯のマトです。

この解決策は「教育」を充実し「民度」を向上させることと言つてしま

えばそれまでですが、具体的には企業も利益を上げ従業員を適切に満

足させることです。この悩みを解決するには先ず経営者自身が意識改

革する必要があります。これまで全て自分の頭の中に仕舞い込み、か

たくなに働いてきたことから、経営資料を記録に残し整理し改善策を

実行するPLAN、 DO、 CHECKの必要性を理解してもらうことから始ま

ります。これが「技術移転」です。その上、中小企業は何処に行つても個

々の企業だけでは力が不足しているのは当然ですから商工会議所等

の組織を強化利用して政府に協力を働きかけ、一方、政府は汚職、賄賂

を減らすためには具体的にOne― stop

Shopを推進し行政簡素化することが有効

です。

経営診断とは結局「他人の振り見てわが

振り直せ」ということでしようか。

都市交通

経営鰺麟
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ともにこの幹線道路整備を国際的にコ d

ミット、日本国際協カシステム(」 ICS)により協力実施。CM方式で

工事用プラントの据付に係る設計、基礎・据付工

事、要員訓練で実施地点はカンダハル市郊外。

地雷撤去から始め約3ヶ 月間で終了。特に安全

管理(国連機関と連携、武装兵士を伴った工事

管理)と健康管理 (酷暑、砂埃、食事)に腐心。信

頼度の高い情報収集とこれに基づくリスク管理

の重要性を再認識した。

報告② 2001-2002年実施
べトナム「中部高原地方地下水開発計画調査」―JICA

開発調査とパイロットプラント建設を中部高原地方のダックラッ

ク、ザーライ、コントムの3省で実施。この地域では飲料水に河川、

●都市交通。・…・0…・・林下幸造会員
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いる。また路線バスについては、利便性向上によリジープニーからバ

スヘの利用転換を図ろうという公的関与は見られない。そのためモーダ

ルシェアでは、鉄道の占める割合はきわめて小さいし、バスの割合も

大きくない。「いつでも、どこでも」乗れるという気軽さがフィリピン

人の気質にあうのか、ジープニーなどの輸送力のきわめて小さい公共

交通機関が依然大きな割合を占めている。しかし、そのことが円滑な

道路交通の妨げとなっている。

2 べエトナム(八ノイ、ホーチミン市)
経済的に都市鉄道を導入できるほどに至っ

ておらず、2つの大都市とも公共交通機関と

しては全面的にバスに頼らざるを得ない。

問題は、経済成長によリバイクが異常に普

及してしまった状況からいかに公共交通機関であるバスに利用転換を

図つていくか。社会主義国であるためか、ハノイ、ホーチミン市ともにフ

ィリピンに比べ公的関与は大きい。しかし、個 の々運行については民営複

数社により商業ベースに委ねられている。またバス乗り場のきめ細かい

案内などを見ると、比較的緻密なヴィエトナム人気質も感じられる。

3 技術移転
フィリピンに対しては長期派遣であつたため、データベースの重要性から

始まつて、鉄道ネットワークの考え方、日本での成功も失敗も含めた事例紹

介、バス運行の知恵などを伝えてきた。ヴィエトナムでばバス運行の改善」

に特定した短期派遣であつたが、ハード・ソフト両面からのバス運行の改善

手法に加えて可能な限り鉄道の情報も伝えた。技術移転で大事なことは、

個別の技術・ノウハウそのものに加え、熱意を伝えることによリモチベーシ

ョンを高め、人材を育成していくという視点ではないかと思っている。


